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四半期レビュー報告書 



 
  

【表紙】 
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【事務連絡者氏名】 財務部連結管理チームマネジャー 片 岡 達 哉 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 

大阪瓦斯株式会社東京支社 

【電話番号】 03―3211―2551 

【事務連絡者氏名】 東京支社長  小 西 池  透 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。 

２ 売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という。)は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

４ 第193期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理している。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はない。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第193期

第１四半期連結 
累計期間

第194期
第１四半期連結 

累計期間
第193期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (百万円) 273,353 286,619 1,187,142 

経常利益 (百万円) 25,731 20,681 82,372 

四半期(当期)純利益 (百万円) 13,764 12,472 45,968 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 4,718 16,339 35,833 

純資産額 (百万円) 687,468 696,356 688,695 

総資産額 (百万円) 1,377,437 1,417,835 1,437,297 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 6.41 5.99 21.62 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.2 47.4 46.3 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

  

該当事項なし。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期連結累計期間(以下、「前年同四半期」とい

う。)に比べて132億円増の2,866億円となった。営業費用は、前年同四半期に比べて189億円増の2,670

億円となった。この結果、営業利益は、前年同四半期に比べて57億円減の195億円となった。また、経

常利益は、前年同四半期に比べて50億円減の206億円となり、法人税などを反映した当第１四半期連結

累計期間の四半期純利益は、前年同四半期に比べて12億円減の124億円となった。 

  
セグメントの業績を示すと次のとおりである。 

 なお、下記のセグメント別売上高及びセグメント利益には、セグメント間の内部取引に係る金額を含

んでいる。 

① ガス 

お客さま数(取付メーター数)は、前第１四半期連結会計期間末に比べて0.4%増の704万４千戸とな

った。 

ガス販売量は、前年同四半期に比べて2.2%増の20億８千４百万m3となった。このうち、家庭用ガス

販売量は、前年同四半期に比べて0.5%減の５億９千７百万m3、業務用その他のガス販売量は、前年同

四半期に比べて3.4%増の14億８千８百万m3となった。 

売上高は、前年同四半期に比べて113億円増の2,190億円となった。セグメント利益は、前年同四半

期に比べて79億円減の100億円となった。 

  
② ＬＰＧ・電力・その他エネルギー 

売上高は、前年同四半期に比べて13億円増の377億円となった。セグメント利益は、前年同四半期

に比べて16億円増の48億円となった。 

  
③ 海外エネルギー 

売上高は、前年同四半期に比べて２億円減の24億円となった。セグメント利益は、ほぼ前年同四半

期並みの16億円となった。 

  
④ 環境・非エネルギー 

売上高は、前年同四半期に比べて27億円増の413億円となった。セグメント利益は、前年同四半期

に比べて８億円増の38億円となった。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はない。 

  
(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は20億９百万円である。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項なし。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項なし。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,707,506,909 

計 3,707,506,909 

種類
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,083,400,000 2,083,400,000 

大阪証券取引所
 (市場第一部) 
東京証券取引所 
 (市場第一部) 
名古屋証券取引所 
 (市場第一部) 

単元株式数は1,000株であ
る。 

計 2,083,400,000 2,083,400,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年４月１日～ 
 平成23年６月30日 

― 2,083,400,000 ― 132,166 ― 19,482 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができないので、直前の基準日である平成23年３月31日の株主名簿により記載している。 

① 【発行済株式】 

平成23年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式25千株(議決権25個)が含まれている。

２ 単元未満株式数には、当社保有の自己株式59株及び河内長野ガス株式会社名義の相互保有株式500株が含ま

れている。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年３月31日現在 

 
  

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 

1,019,000 
(相互保有株式) 
普通株式 400,000

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

2,063,651,000 
2,063,651 ― 

単元未満株式 
普通株式 

18,330,000 
― ― 

発行済株式総数 2,083,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,063,651 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)  

大阪瓦斯株式会社 
大阪市中央区平野町
四丁目１番２号 1,019,000 ― 1,019,000 0.05

(相互保有株式)  

河内長野ガス株式会社 
大阪府河内長野市昭栄町14
番31号 400,000 ― 400,000 0.02

計 ― 1,419,000 ― 1,419,000 0.07

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

  

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)及び「ガス事業会計規則」(昭和29年通商産業省令第15号)に基づいて作成してい

る。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けている。

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

固定資産   

有形固定資産   

製造設備 84,785 83,280

供給設備 296,526 290,520

業務設備 70,981 70,264

その他の設備 324,993 321,075

建設仮勘定 23,106 30,302

有形固定資産合計 800,394 795,444

無形固定資産 40,262 40,780

投資その他の資産   

投資有価証券 136,179 140,584

その他 95,785 98,201

貸倒引当金 △2,102 △2,021

投資その他の資産合計 229,862 236,764

固定資産合計 1,070,520 1,072,989

流動資産   

現金及び預金 98,422 54,536

受取手形及び売掛金 136,930 123,173

有価証券 23,112 42,010

たな卸資産 49,400 67,766

その他 60,277 58,762

貸倒引当金 △1,366 △1,404

流動資産合計 366,776 344,845

資産合計 1,437,297 1,417,835
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

固定負債   

社債 269,733 249,551

長期借入金 190,430 188,460

退職給付引当金 14,548 14,801

ガスホルダー修繕引当金 1,715 1,760

保安対策引当金 9,508 8,848

投資損失引当金 3,280 3,280

その他 29,156 29,663

固定負債合計 518,373 496,367

流動負債   

支払手形及び買掛金 38,218 40,366

短期借入金 40,660 45,088

その他 151,349 139,655

流動負債合計 230,228 225,111

負債合計 748,601 721,478

純資産の部   

株主資本   

資本金 132,166 132,166

資本剰余金 19,482 19,482

利益剰余金 499,366 503,508

自己株式 △323 △326

株主資本合計 650,692 654,831

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,037 17,221

繰延ヘッジ損益 4,116 2,663

土地再評価差額金 △519 △519

為替換算調整勘定 △7,367 △2,573

その他の包括利益累計額合計 14,267 16,792

少数株主持分 23,735 24,732

純資産合計 688,695 696,356

負債純資産合計 1,437,297 1,417,835
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 273,353 286,619

売上原価 168,192 185,560

売上総利益 105,160 101,058

供給販売費及び一般管理費 79,917 81,528

営業利益 25,242 19,530

営業外収益   

受取利息 161 176

受取配当金 1,175 807

持分法による投資利益 1,179 1,471

雑収入 1,120 1,320

営業外収益合計 3,635 3,775

営業外費用   

支払利息 2,275 2,247

雑支出 870 377

営業外費用合計 3,146 2,624

経常利益 25,731 20,681

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 784 －

特別損失合計 784 －

税金等調整前四半期純利益 24,946 20,681

法人税等 10,589 7,469

少数株主損益調整前四半期純利益 14,357 13,211

少数株主利益 593 739

四半期純利益 13,764 12,472
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 14,357 13,211

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △6,234 △817

繰延ヘッジ損益 △4,619 △1,294

為替換算調整勘定 1,525 3,320

持分法適用会社に対する持分相当額 △309 1,918

その他の包括利益合計 △9,638 3,127

四半期包括利益 4,718 16,339

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,260 14,997

少数株主に係る四半期包括利益 457 1,341
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

【会計方針の変更等】 

  該当事項なし。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

  

【追加情報】 

  

 
  

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更 

由良風力開発㈱は、株式を取得したことにより新たに子会社となったため、当第１四半期連結会計期間よ

り、連結子会社に含めている。 

㈱ハーツ（平成23年４月株式売却）及びオー・エス・シー・エンジニアリング㈱（平成23年４月連結子会社

㈱大阪ガストータルファシリティーズに吸収合併）は、当第１四半期連結会計期間より、連結子会社でなくな

った。 

 
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

税金費用の計算 

 

 連結子会社の税金費用については、主として、当第１四半期連結会計期間を含む連結会
計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税
引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。   

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用している。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 １ 偶発債務 

(1) 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対する債務保証及び保証類似行為の金額は、次

のとおりである。 

  

 
  

(2) 従業員の金融機関からの住宅融資金に対する債務保証額は、次のとおりである。 

  

 
  

(3) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累

計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

当社グループの売上高は、ガス事業のウェイトが高いため、冬期を中心に多く計上されるという季節

変動要因をかかえている。 

  

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日)

Hallett 4 Pty. Ltd. 3,345百万円 Planta de Regasificacion de  
Sagunto,S.A. 

1,426百万円

Planta de Regasificacion de  
Sagunto,S.A. 

1,435 大阪臨海熱供給㈱ 705 

大阪臨海熱供給㈱ 752 その他 260 

その他 270  

計 5,803 計 2,391 

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日)

22百万円 20百万円 

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日)

第９回無担保社債 29,000百万円 第９回無担保社債 29,000百万円

第３回ユーロ円建社債 10,000 第３回ユーロ円建社債 10,000 

計 39,000 計 39,000 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第

１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のと

おりである。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

  

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

   該当事項なし。 

  
３ 株主資本の著しい変動 

   該当事項なし。 

  
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

   該当事項なし。 

  
３ 株主資本の著しい変動 

   該当事項なし。 
  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 23,696百万円 22,954百万円

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 7,517 3.50 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 8,329 4.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ セグメント損益の調整額の主な内容は、セグメント間取引消去である。 

２ セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益に持分法による投資損益を加減した金額と調整を行っ

ている。 

  

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項なし。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ セグメント損益の調整額の主な内容は、セグメント間取引消去である。 

２ セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益に持分法による投資損益を加減した金額と調整を行っ

ている。 

  

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項なし。 

  

 

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額 
(百万円) 
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額 
(百万円) 
(注) ２

ガス 
(百万円)

ＬＰＧ・
電力・ 
その他 

エネルギー
(百万円)

海外
エネルギー
(百万円)

環境・非
エネルギー
(百万円)

売上高 207,682 36,400 2,719 38,663 285,465 △12,112 273,353 

セグメント利益     

  営業利益 18,033 2,931 783 2,971 24,719 522 25,242 

  持分法による投資利益 
  又は損失(△) 

△7 257 928 ― 1,179 ― 1,179 

計 18,026 3,188 1,711 2,971 25,898 522 26,421 

 

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額 
(百万円) 
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額 
(百万円) 
(注) ２

ガス 
(百万円)

ＬＰＧ・
電力・ 
その他 

エネルギー
(百万円)

海外
エネルギー
(百万円)

環境・非
エネルギー
(百万円)

売上高 219,078 37,779 2,431 41,387 300,676 △14,057 286,619 

セグメント利益     

  営業利益 10,094 4,557 435 3,866 18,953 577 19,530 

  持分法による投資利益 
  又は損失(△) 

△2 249 1,224 ― 1,471 ― 1,471 

計 10,092 4,806 1,660 3,866 20,424 577 21,002 
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(企業結合等関係) 

該当事項なし。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

  
該当事項なし。 

  

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益(円) 6.41 5.99 

(算定上の基礎) 

四半期純利益(百万円) 13,764 12,472 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 13,764 12,472 

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,147,887 2,082,371 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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平成23年８月11日

大阪瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

  
 

  

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

阪瓦斯株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大阪瓦斯株式会社及び連結子会社の平成23
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  享  司  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  松  本     浩  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  淺  野  禎  彦  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管している。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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